




滋賀の強い農業づくりを実現する普及指導活動について　　平成28年10月　滋賀県農政水産部

本県の普及指導体制の現状と課題
現 状 ：普及指導員はH20の122人からH28には98人に約20％減。

特に20、30代の職員は少なく、若い世代の専門分野の育成は偏っている。
本県の普及指導員数は既に効率的でスリムな体制（※本県と類似する９県と比較すると、本県は普及指導員1人あたり2番目に多く
の担い手を担当している）。

農業就業人口は減少しているが、基幹的農業従事者数は増加している。
課 題 ：農業者等からは栽培技術に加え、特に経営・マーケティングの指導への期待が大きい。

急激な世代交代による指導力低下を最小限に抑えるため、年齢構成の是正や人員確保、若手職員の早期人材育成が課題。

背景
●人口減少時代に突入する中、平成30年の米政策の見直しなど農業を取り巻く環境が激変。
●米価低迷による経営体の所得低下、農業就業者の高齢化による担い手不足、集落機能の低下など早急に解決すべき課題が山積。
●これら課題を放置すれば担い手不足で農地が荒廃し、本県農業の生産力や農村の活力は大きく低下。

滋賀県の目指す強い農業の姿：多様な人の参画のもと、健全で競争力のある農業生産が展開され、活力ある農村が維持されている姿
● 人づくり ： 各地域に競争力のある担い手が育ち、魅力ある農業生産が実践されている。

各経営体や産地で後継者が育ち、毎年新たに新規就農者が生まれるとともに、担い手の円滑な世代交代が行われている。
● 産地づくり： 近江米ブランドが確立されるとともに、戦略作物が本作化し、水田がフル活用されている。

各地域で園芸産地の育成が進み、野菜、花、果樹など豊かな農産物が販売されている。

● 地域づくり： 担い手と集落が支え合い、農業がおこなわれている。

集落自らが地域農業の将来の姿に向かって活動が行われ、活力ある農村が維持されている。

これまで
の取組

滋賀県農業・水産業基本計画、地域農業戦略指針、滋賀県協同農業普及事業の実施に関する方針 策定

現 状

成 果

今後強化

すべき活動

目標値（H32）

滋賀県の目指す強い農業の姿を実現するために

人 づ く り

・担い手への農地の面的集積を推進

・経営力向上のための法人化支援
・新規就農者の就農相談、技術経営指導

・農業就業人口は減少したが、基幹的農業従

事者数はH22から５年間で963人増加
・担い手への面的集積が進み、年々大規模化
が進んでいる

・平成27年度の集落営農型法人数は246法人

と法人新設数は全国上位 （H27 3位、H26 1

位）
・新規就農者は毎年100名前後（H27 103人）

・競争力のある担い手の育成

目標：担い手への農地集積率 70％

・産地をけん引するリーダーの育成
・新規就農者の育成と定着支援

目標：新規就農者数(H28～H32)

累計500人（100人/年）

産 地 づ く り

・米生産数量調整に伴う麦・大豆を生産振興

・「みずかがみ」の技術指導と面積拡大推進

・水田を活用した園芸生産の推進
・環境こだわり農業の推進

・小麦の生産全国４位、大豆が全国６位

・麦大豆のブロックローテーションを構築

・販売用野菜作付面積が、H22年から６年間

で1.5倍の1446haに拡大
・国の環境保全型農業の取組面積は滋賀県
は全国１位（15239ha）

・水稲における環境こだわり米栽培割合は

43％（H27）

・近江米のブランド力強化と戦略作物本作化

目標：主食用米の収穫前契約の割合 60%

・新たな園芸産地育成と既存産地の体質強

化
目標：園芸農業生産額12億円アップ

1000万円花き産地育成 ４産地

新たな果樹産地育成 ５産地 等

地 域 づ く り

・兼業農家が多い地域を中心に集落営農組

織の育成支援

・獣害対策の指導と集落で対策を実践指導

できるリーダーの育成

・本県の集落営農組織は867集落と全国２位
・野生獣の被害集落において的確な対策・
指導できるリーダーの育成や集落ぐるみの
対策を推進。
平成27年度には383集落が総合的な対策に
取り組み、農作物の被害額はH22年から
H27に半減

・地域農業の持続・発展と活力ある農村を

目指した取組の推進

目標：
今後の農業・農村を目指す姿を話し合う集

落数 800集落

取組を実践する集落の育成 100集落
・担い手を支える集落の仕組みづくり

より効率的で効果的な普及活動の推進のために

必要な体制 と活動体制の工夫
・力強いしが型園芸産地の育成を図るため園芸指導体制を、また、農業・農村の活性化を図るため市町等（窓口）担当を、それぞれ充実・強化する。

・現状の普及指導員の体制を確保するとともに、限られた人員で最大の効果を発揮できる活動体制の工夫（より効果的な普及指導計画の樹立と

確実な実施、内部評価・外部評価の活用、チーム活動の導入等による柔軟な活動体制、組織力やマネジメント力の強化等）が必要。
・今後、さらなる農業環境の変化等により新たな困難な課題に対応しなければならない場合は、人員の充実も含め体制強化が必要。

関係機関、団体との適切な役割分担と連携強化
・現在の普及指導は、農業を取り巻く環境に的確に対応し、農業者からの企業的な農業経営の指導支援の期待に応える広範な活動が求められる。

そのためには、市町、農協、試験研究機関等と連携した効率的・効果的な活動が必要であり、特に、直接農業者に接する指導業務は、農協の
営農指導員との役割分担がこれまで以上に重要。

人材育成 今年度中に中期的な計画「滋賀県普及指導員人材育成計画（仮称）」を策定し次の対策を進める。

◎普及指導員の総合指導力の強化～速やかに成果をあげるための普及指導員の資質向上～
・普及手法、企画提案力のより一層の強化、時代に合わせた経営指導力（財務管理、労務管理、人事管理など）やマーケティング知識、ICT等の

最新の専門技術力の強化。
・経験、階層別に必要な資質が向上する研修体系の見直しと充実。
・専門家などの外部講師の活用や大学等への派遣研修なども検討。

◎世代交代に伴う若手普及指導員の普及手法や農業技術の早期習得システムの構築
・職場での若手普及指導員の教育体制充実（トレーナーの設置とOJT研修の充実）
・ｅラーニングの導入（集合研修を補完するため、個人の能力や段階に合わせたeラーニングを導入し資質向上のフォロー）
・指導資料ライブラリーの新設と活用（生産者向け技術資料や普及方法に関する資料の全普及組織での共有）
・若手普及員が切磋琢磨できる環境の構築（若手の普及活動活動発表会等）

現在の
到達点

活動の重点化

課 題



急激な環境変化に対応するため、高度な普
及指導活動に必要な人材を、これまで以上
に迅速かつ計画的に育成

滋賀県普及指導員人材育成計画（案）

平成29～33年の5年間２．計画期間

５．人材育成のための取組方針および重点的取組

◎農業を取り巻く環境の大きな転換

◎今後10年間の普及指導員の大量退職

１．策定の趣旨

７．人材育成の推進体制

４．求められる資質

普及指導員研修計画の策定、
総合指導力強化に向けた研
修の実施 等

農業経営課
農業技術振興センター
農業革新支援部 各農産普及課

普及指導員研修の実施、
専門分野にかかる資質向
上の取組 等

ＯＪＴ実施、職場全体で
の若手職員育成の環境づ
くり 等

※相互に緊密な連携を図る

３．目指す人材像

①確かな技術・経営指導力（スペシャリスト力）と調整・けん引力（コーディネート力）
を持つ。

②農業者を理解し、農業者や市町・関係団体とともに考え、農業・農村の発展と目指すべ
き姿を描き、その実現に向けた行動ができる。

※別途、経験年数別にも目指す姿を提示

重点的取組①
世代交代に伴う若手普及職
員の普及手法や農業技術の
早期習得システムの構築

重点的取組②
普及指導員の総合指導力
の強化

●普及指導員育成の手引き（仮）の作成
●ＯＪＴの充実・強化
●若手普及職員を対象としたｅ-ラーニング
システム、特別研修の実施
●個別指導による普及指導法の早期習得 等

●全ての普及指導員が第１専門に加え、経
営・６次産業の分野の技術・知識を習得
●企画提案力の強化、経営やマーケティン
グ知識の強化に向けた民間等への研修、提
案型研修の実施 等

４．求められる資
質や、５．取組方
針および重点的
取組に対応する
ため、普及指導
員研修を体系化。
（別紙１）

６．研修体系



【別紙１】各発展段階で求められる資質と研修体系

経験
年数

1年 2年 3～4年（資格取得翌年まで） 概ね3～10年 概ね11～20年 概ね21年～

発展
段階 専門指導力確立期　　　（専門指導力向上研修） 総合指導力確立期　　（総合指導力向上研修） 企画・運営力確立期　　（企画運営力向上研修）

●スペシャリスト力　　　　●課題解決力 ●コーディネート力　　　●企画立案力

●スペシャリスト養成研修等により、専門分野にかかる技術
指導力、先進的な農業者の高度な技術を革新する能力を高
める。

●現場における課題解決力の向上を図る。

●地域農業を俯瞰し、地域内外の幅広い関係者と連携を構
築する能力を高める。

●地域農業について将来の展望に基づいた戦略を立案する
能力を高める。

研
修
体
系

実践指導力確立期　　（普及指導員養成研修）

求
め
ら
れ
る

資
質

●実践的な職務能力
●基本的な普及指導方法、基礎的専門技術
●コミュニケーション力

●マネジメント力
●ＯＪＴの指導力

●農業者の信頼を得る能力           ●総合指導力

研
修
の
取
組

●ＯＪＴにより、業務を遂行しながら実践的な職務能力の向上を図
る。

●普及指導員資格の早期取得を目的とした研修・指導の強化を図
り、資格試験受験を通じて普及指導方法の理解と習得を図る。

●農業経営体験研修や、新規就農者から先進的な農業者に至るま
での多様な農業者に接し、コミュニケーション力を身につける。

●採用１年目に第１専門分野を定め、採用２年目に長期研修（専門
養成研修）を実施し基礎的専門技術の習得を図る。

●主に、普及指導員の組織的な活動や関係機関との連携な
ど、普及指導活動を総合的に運営する能力を高める。

●ＯＪＴ指導者研修により、ＯＪＴの指導力向上を図る。●普及指導方法の高度化、経営やマーケティング知識の強化を図るなど、総合指導力の向上を図る。

●各研修や業務を通じ、農業者の技術力や経営内容、農業への思いを把握し、ともに将来像を描き目標に向かって取り組
める能力（信頼を得る能力）を高める。

コーディネート機能向上研修 （職場研修）

◎若手普及職員への技術や普及指導方法

の伝承を早急に実施

●各職場でのＯＪＴ研修の充実、強化（トレーナーの設置な

ど）

●ｅラーニングや特別研修の実施

●普及指導員資格取得等のための普及指導方法習得に向

け

若手普及職員特別研修
専門養成

研修

企画運営力向上研修

組織運営力強化研修／ マネジメント研修

農業経営

体験研修

新任農業革新支援専門員研修

農業革新支援専門員実務能力習得研修

新任者研修

ＯＪＴ

普及方法養成研修Ⅰ 普及方法

養成研修Ⅱ

ＯＪＴトレーナー研修

ｅラーニング

新任普及職員特別研修

集落営農育成研修

地域農業支援機能向上研修

農業革新支援専門員能力向上研修

主にスペシャリスト力の向上

普及指導方法養成研修

ＯＪＴ指導者研修

スペシャリスト

養成研修Ⅰ

農業経営

基礎研修

スペシャリスト養成研修

Ⅱ

ＩＣＴ等研修

農業経営・マーケティング研修

基本的な資質の習得 ・ 普及指導員資格の取得

主にコーディネート力の向上

マネジメント力・若手職員への指導力向上

専門指導力向上研修

６次産業化支援向上研修

課題解決能力向上研修／ 職員提案研修

獣害対

策研修

新

新

新

強

新

新

強強

新

重点的取組①
世代交代に伴う若手普及職員の普及手法や

農業技術の早期習得システムの構築

◎急激な農業環境、多様なニーズに対

応し、高度な普及指導活動を展開するた

め、総合指導力を強化、

●主要６分野の第１専門と併せて、全ての普及指導員

が経営・６次産業の分野の技術や知識の習得。

●経営やマーケティング知識の強化、ＩＣＴ等の先端的

技術の習得

重点的取組②

普及指導員の総合指導力の強化

新

強

新規で実施する研修

強

新
























































